
第十七号様式（平16内府令91・追加、平19内府令65・平21内府令78・平24内府令64・平26内府令49・令元内府令2・令2内府令75・一部改正） 【表紙】 【提出書類】訂正発行登録書 【提出先】関東財務局長 【提出日】年月日 【発行者名】 【代表者の役職氏名】 【本店の所在の場所】 【事務連絡者氏名】 【電話番号】 【発行登録の対象とした募集（売出）内国投資 証券に係る投資法人の名称】 【発行登録の対象とした募集（売出）内国投資 証券の形態】 【発行登録書の提出日】年月日 【発行登録書の効力発生日】年月日 【発行登録書の有効期限】年月日 【発行登録番号】 【発行予定額又は発行残高の上限】円 【発行可能額】円 【効力停止期間】この訂正発行登録書の提出による 発行登録の効力停止期間は、 年月日（提出日）から 年月日までである。 【提出理由】 【縦覧に供する場所】名称 （所在地） （記載上の注意） 削除 発行登録の対象とした募集（売出）内国投資証券の形態 発行登録により募集又は売出しを予定している内国投資証券の形態（法第2条第1項第11号に掲げる投資証券、新投資口予約権証券、投資法人債券（短期投資法人債券を除く。）、短期投資法人債券の別等）を記載すること。 効力停止期間 法第27条において準用する法第23条の5第2項の規定の適用を受けない場合には、「該当なし」と記載すること。 提出理由 次のいずれの事由に基づいて提出するか及びその訂正内容を記載する。 発行登録書において参照すべき旨記載されている参照書類と同種の書類が新たに提出されたこと。 発行予定額を記載した場合において、当該発行予定額のうち未発行分の一部を発行予定期間に発行する見込みがなくなったこと。 発行残高の上限を記載した場合において、当該発行残高の上限を減額しなければならない事情が生じたこと。 発行残高の上限を記載した場合において、発行予定期間内に償還が予定される投資法人債の償還期日及び償還額を記載したときは、当該償還期日及び償還額に変更が生じたこと。 記載された発行登録の効力発生予定日に変更があったこと。 その他記載事項の変更があったこと。 縦覧に供する場所 公衆の縦覧に供する金融商品取引所又は認可金融商品取引業協会について記載すること。 発行登録が効力を生じる日前に訂正発行登録書が提出された場合には、この様式の記載に準じて記載すること。 



 


